
　当金庫は、労働金庫法第5条に定められている「非営利の原則」「会員に対する直接奉仕の原則」「政治的中立の原則」に基
づき、中期経営計画および年度事業計画等を策定し事業運営を行っています。

理念・パーパス

事業運営

基本姿勢

　ろうきんは、労働組合や生活協同組合等の働く仲間が、お互いを助けるために、資金を出し
合ってつくった協同組織の金融機関です。
　ろうきんは、働く人たちの暮らしを支え、快適で過ごしやすい社会づくりをめざしています。

　ろうきんの業務内容は、預金や融資・各種サービスなど、一般の金融機関とほとんど変わり
ません。しかし、資金の運用がまったく違います。働く仲間からお預かりした資金は、大切な
共有財産として、住宅・自動車・教育・育児・介護資金など、働く仲間とその家族の生活を守り、
より豊かにするために役立てられています。

　ろうきんは、労働金庫法というルールに基づいて、非営利を原則に公平かつ民主的に運営
されています。
　ろうきんの会員は、平等の立場でろうきんを利用するだけでなく、ろうきんの運営に参画
し、会員みずからの活動としてろうきんの運動を進めています。
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ろうきんの理念
ろうきんは、働く人の夢と共感を創造する協同組織の福祉金融機関です。

ろうきんは、会員が行う経済・福祉・環境および文化にかかわる活動を促進し、
人々が喜びをもって共生できる社会の実現に寄与することを目的とします。

ろうきんは、働く人の団体、広く市民の参加による団体を会員とし、
そのネットワークによって成り立っています。

会員は、平等の立場でろうきんの運営に参画し、運動と事業の発展に努めます。
ろうきんは、誠実・公正および公開を旨とし、健全経営に徹して会員の信頼に応えます。

近畿ろうきんのパーパス
はたらく仲間を支える“助け合いの金融”を実践し、誰もが安心して生活できる社会づくりに貢献する。
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　全国のろうきんは、各地域で組織統合を進め、現在、13
金庫が各地域で働く人たちの生活に密着した事業を展開
しています。中央機関としての役割を果たしているのが、
一般社団法人全国労働金庫協会（労金協会）と労働金庫連
合会（労金連）です。

　労金協会は、全国のろうきんの指導・連絡・調査・渉外活
動等を、労金連は、全国のろうきんの系統金融機関として
資金の需給調整・資金運用等の機能を果たし、全国的な統
一業務を行っています。

全国のろうきんの概況

13金庫
588店舗
11,040人
97,488会員

(団体会員47,052会員
個人会員50,436会員)

12,025,461人
23,015,972百万円
15,944,292百万円

金 庫 数
店 舗 数
役 職 員 数
会 員 数

間接構成員数
預 金 残 高
貸 出 金 残 高

北 海 道
東 北
中 央
新 潟 県
長 野 県
静 岡 県
北 陸
東 海
近 畿
中 国
四 国
九 州
沖 縄 県
合 計

1,089,317
2,273,321
6,891,345
899,658
772,485

1,279,931
823,189

2,223,286
2,369,455
1,301,960
649,222

2,098,701
344,098

23,015,972

866,763
1,453,232
4,760,949
390,383
440,427

1,042,340
520,461

1,806,486
1,544,583
884,640
423,041

1,536,778
274,202

15,944,292

79.56
63.92
69.08
43.39
57.01
81.43
63.22
81.25
65.18
67.94
65.16
73.22
79.68
69.27

全国のろうきんの概況とろうきんのセーフティネット

ろうきんでは、業態独自のセーフティネットとして、「ろうきん相互支援制度」を設けております。この制度は、「予防的
な措置」と「金融支援措置」という2つの仕組みを用意しています。
第1の柱である「予防的な措置」としては、全国13労働金庫の業態団体である全国労働金庫協会（労金協会）に設置

された労働金庫監査機構による定期的な監査（金庫の業務執行や財務状況等についての監査）と労金協会による定期的
な経営状況のモニタリングがあげられます。経営状況のモニタリング結果については、労金協会が開催する「経営モニタ
リング会議」へ報告され、経営上の問題が認められた場合には、問題の程度に応じた措置（経営改善指導等）が講じられ
る仕組みとなっています。
第2の柱である「金融支援措置」は、労金協会と労働金庫の系統中央金融機関である労働金庫連合会（労金連）が共
同運営する「ろうきん相互支援制度運営会議」において金融面での支援が必要と判断された場合、金庫の状況に応じて労
金連の金融機能を活用し、一時的な資金の貸付である「緊急時特別貸付制度」、資本増強支援のための「優先出資引受
け制度」、再建支援等のための「相互支援基金制度」や「金庫支援定期預金制度」を実施することで経営を支援します。

経営モニタリング会議

緊急時特別
貸付制度

優先出資
引受け制度

相互支援
基金制度

金庫支援
定期預金制度

金
融
支
援
措
置

労金協会 労金連

ろうきん相互支援制度運営会議

（緊急時対応） （資本増強支援） （再建または合併支援）

監査 経営改善指導 経営
モニタリング

金庫実務支援

全
国
13
ろ
う
き
ん

ろうきん相互支援制度実施に係る 3 者覚書
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